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巻頭あいさつ 

3 年ぶりに対面でブロック研究会を開催 
 

近畿ブロックリーダー 樋口勝一 （甲子園大学） 

 

 

１．ごあいさつ 

約 3 年前に新型コロナウィルス感染症が世界

中にまん延し、日本でも多くの人が感染したた

め、経済活動、国民の生活が著しく混乱しまし

た。目に見えない未知のウィルスへの恐怖もあ

り、私たちは今後どうなっていくのか不安な毎日

を過ごしてきました。その後、ワクチン接種が進

んだり、ウィルスの実態の把握も進んだりしたた

め、最近はようやく落ち着きを取り戻し、ウィズコ

ロナということで様々な活動が正常に戻りつつあ

ります。 

この間、コロナウィルスは変異を繰り返し、それ

自体の感染力は強くなると同時に弱毒化すると

いう一般のウィルスや細菌感染のメカニズムと同

様ではないかということが報道されたりして、これ

までの「目に見えない」恐怖から「データとして見

えてきた」安心へと人々の感情も変化してきてい

るようです。世間も感情論から客観的なデータで

判断しようという風潮に変わりつつあります（以

上、第 42 回全国大会 1 号通信 拙著）。 

このような中で、今年度は近畿ブロック研究会

を 3 年ぶりに対面で開催しました（甲子園学院

本部・甲子園短期大学にて）。コロナウィルス感

染が依然続く中でしたので、十分な飲食を行う

懇親会は実施せず、ペットボトルと個別包装のお

菓子で歓談する情報交換会を実施しました。会

員、講師、会場からのお菓子の追加差し入れも

あり、盛況のうちに無事終了しましたことを報告

申し上げます。 

また、今年の全国大会は近畿ブロックが担当

します。日程は 6 月 10 日、11 日、こちらはさら

に 4 年ぶりの対面開催となります（大手前学園さ

くら夙川キャンパスにて）。現在、近畿ブロック運

営委員を中心とした全国大会実行委員によっ

て、準備が慎重に進んでおります。委員全員、

感染予防に十分留意しながら実施させていただ

きますので、皆様のご参加・ご協力をよろしくお

願いします。 

なお、令和４年度も残りわずかとなりました。慣

例では 2 期 4 年で、ブロックリーダー・運営委員

がいったん任期満了を迎えます。この 4 年間、

微力でありましたので、ブロック会員の皆様には

ご不満やご不便があったかと思います。本誌面

をもちましてこれまでの不足のお詫びと、ご協力

に感謝申し上げます。6 月より、ブロックのみなら

ず学会全体で新体制が始まります。皆様には日

本ビジネス実務学会、そして近畿ブロック研究会

のさらなる発展にご協力をお願いします。 

 

２．今年度の目標と達成状況 

コロナウィルス感染症が続く中、令和 4 年度も

引き続きリーダーとして、以下２つの目標の達成

をめざしました。 

[1]会員獲得、アットホーム雰囲気づくり、財政改

善、業務のシステム化と、これまでの体制で引き

継がれてきた内容の継続実施 

[2]ブロック会員の皆様にこの学会や近畿ブロッ

クの入会しているメリットを十分に享受いただける

さらなるしくみづくり 

[1]については財政改善と業務のシステム化は
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進みましたが、近畿ブロック会員の減少傾向に

歯止めをかけることはできませんでした。[2]につ

いては研究会における情報交換会の無料化、近

年にわかに取りざたされている教学 IR の手法を

学ぶ研修会の実施を行いました。 

会員の皆様には、これまでどおりご支援をお

願いします。 

 

３．今年度の業務等報告 

運営委員については、任期継続により、昨年

度と同様でした。取り組みとしては、これまで同

様、「ブロック研究会の実施」、「研究助成」、「ブ

ロック報の発行」の 3 つの業務を大きな柱としま

した。 

(1)第 59 回ブロック研究会 

 令和 5 年 2 月 18 日(土)、3 年ぶりの対面実施

としました。今年度も土曜日午後開催、前年度

総会、後半は研究発表等と参加費無料の情報

交換会としました。当日は、助成研究報告 3 件、

研究実践報告 1 件、フォーラム 1 件の発表があ

りました。その後、「SWOT 分析とネットワーク解

析 の 融 合 を 契 機 と し た 大 学 改 革 ～ IR と

Eduinformatics をもとにしたデータ駆動型大学改

革～」というタイトルで、IR が専門の高松邦彦先

生（東京工業大学教授）に研修講演を行ってい

ただきました。全学的なカリキュラム運営をするう

えで有益な事例を丁寧にお話しいただきました。

それぞれの報告・発表・講演に対して活発な質

問が出るなど会員の皆様には好評をいただき、

無事に終えることができました。 

(2)研究助成 

近畿ブロック研究助成募集を 1 年あたり 3 組（1

組あたり 3 万円）として行い、2 組の応募があり 2

組とも採択されました。 

令和 5 年度からは、変更し 1 年あたり 1 組 10

万円となります。 

 

(3)ブロック報の発行 

「第 59 回ブロック研究会」における報告・発

表・研修の内容を含んだ第 37 号を電子媒体で

発行しました。 

 

 

ブロック研究会の様子 
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近畿ブロック研究会研究助成最終報告 

 

秘書技能検定が大学生のキャリアレディネスに及ぼす効果 

～メタ認知の効果を考慮して～ 
 

大阪樟蔭女子大学学 髙松 直紀   大阪樟蔭女子大学 兒島 尚子 

近畿大学女子大学学 苅野 正美   滋賀短期大学大学 若生 眞理子 

大手前短期大学大学 福井 就就   甲子園大学学    樋口 勝一 

 

1. 研究概要 

 社会人として求められる基礎力育成の一手法と

して活用されている秘書技能検定（以下、秘書検

定と示す）とキャリアレディネスに関連する先行研

究は十分とはいえない。そこで、本研究では、秘

書検定[1]の学習がキャリアレディネスの向上に一

定の効果があると仮定し、次の仮説を設定した。 

仮説：秘書検定は、大学生のキャリアレディネス 

の向上に効果を及ぼすであろう。 

 秘書検定受検対策を含む科目を受講した大学

生を対象に坂柳（2019）[2]が作成したキャリアレ

ディネス尺度短縮版（CRS-S）を使用して調査を

実施し、その結果を分析した。調査時期は、本研

究の目的に従い、秘書検定受検対策を含む科目

（以下、ビジネス実務教育科目と示す）の受講前

後に実施した。また、ビジネス実務教育科目を受

講しない対照群も設定し調査を行った。 

 本調査に至った動機や先行研究については、

前年実施の中間報告抄録[3]と全国大会抄録[4]

を参照してもらいたい。 

 

2. 方法 

 調査対象者は、A 女子大学のビジネス実務教

育科目「ビジネス・コミュニケーション A」を受講し

た大学 2 年生 64 名とした。ビジネス実務教育科

目を受講していない大学生との比較を行うため、

A 女子大学のビジネス実務教育科目と関連しな

い学士課程教育科目を受講した大学 2 年生 60

名も調査対象者とした。 

 調査時期は、2021 年 9 月から 2022 年 1 月にか

けて、オンライン授業で実施された各科目の第 1

回目と第 15 回目の授業において Web 調査を行

った。 

 

3. 結果と考察 

 分析には欠損値がなく第 1 回目と第 15 回目の

両方のデータが揃ったものを使用し、有効回答数

は、ビジネス実務教育科目受講者 56 名、学士課

程教育科目受講者 49 名であった。そのうちビジ

ネス実務教育科目受講者を「ビジネス実務教育

科目受講 秘書検定受検群」と「ビジネス実務教

育科目受講 秘書検定未受検群」、「学士課程教

育科目受講群」の 3 群で比較を行った。 

 また、分析についてはキャリアレディネス尺度短

縮版を職業に関する 9 つの質問項目（以下、職業

キャリアレディネスと示す）と人生に関する 9 つの

質問項目（以下、人生キャリアレディネスと示す）

に分けて分析することとした。 

 図 1 に職業キャリアレディネス合計（45 点満点）

の結果を示す。受講前後において学士課程教育

科目受講群の職業キャリアレディネス合計が 1.2

ポイント向上している一方で、ビジネス実務教育

科目受講者の職業キャリアレディネスは、秘書検

定未受検群、秘書検定受検群の順に、それぞれ

0.5、0.8 ポイント低下している。 
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図 1 職業キャリアレディネス合計の推移 

 

 図 2 に人生キャリアレディネス合計（45 点満点）

の結果を示す。受講前後において学士課程教育

科目受講群の人生キャリアレディネス合計が 2.4

ポイント向上している。一方、ビジネス実務教育科

目受講者の人生キャリアレディネスは、秘書検定

未受検群で 0.7 ポイントのみの向上、秘書検定受

検群で 1.2 ポイントもの低下となった。 

 

図 2 人生キャリアレディネス合計の推移 

 

 図 3 に 3 群それぞれのキャリアレディネス総合

計（90 点満点）の結果を示す。学士課程教育科

目受講群のキャリアレディネス総合計は 3.7 ポイン

ト向上している。一方、ビジネス実務教育科目受

講者のキャリアレディネス総合計は、秘書検定未

受検群で 0.2 ポイントのみの向上、秘書検定受検

群で 2.3 ポイントもの低下となった。 

 

図 3 キャリアレディネス総合計の推移 

 

 これまでの結果を表 1 にまとめた。なお、表内の

コメントは、キャリアレディネス 18 項目のうち、向上

や低下が顕著なもの（具体的な質問項目、質問

項目数）を示している。 

 

表１ 職業・人生キャリアレディネス推移のまとめ 

 

 

 学士課程教育科目受講群では、職業、人生の

両キャリアレディネスの得点が向上している。特に、

人生キャリアレディネスは職業キャリアレディネス

の 2 倍の増加である。つまり、本研究の調査時期

である大学2年生後期の間、ビジネス実務教育科

目の受講や秘書検定の受検がなくても、今回、調

査に用いた尺度によるキャリアレディネスの得点

は向上するという結果となった。 

 一方で、ビジネス実務教育科目を受講した場合

（秘書検定未受検の場合）、職業キャリアレディネ

スが向上すると考えられるところが、むしろ低下

（本調査では 0.5 ポイントの低下）し、また、人生キ
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ャリアレディネスも向上すると考えられるところが低

水準の向上（本調査では 0.7 ポイントの向上）に抑

えられている。つまり、ビジネス実務教育科目受

講は、キャリアレディネス得点の低下に寄与した

可能性が示される結果となった。 

 さらに、ビジネス実務教育科目を受講し、かつ、

秘書検定も受検した場合も職業キャリアレディネ

スが低下し（本調査では 0.8 ポイントの低下）、人

生キャリレディネスも低下した（本調査では 1.5 ポ

イントの低下）。つまり、秘書検定受検は、キャリア

レディネス得点の低下に寄与した可能性が示さ

れる結果となった。 

 これらの結果から、キャリアレディネス得点に対

するビジネス実務教育科目と秘書検定の効果に

ついて、図 4 のような仮説を設定した。 

 

図 4 キャリアレディネス得点に対する 

ビジネス実務教育科目と秘書検定受検の効果 

 

 つまり、本研究で調査した大学 2 年生は、ビジ

ネス実務教育科目の受講や秘書検定の受検がな

い場合、大学 2 年生後期の間にキャリアレディネ

スの得点が向上する。ただし、ビジネス実務教育

科目を受講し、かつ、秘書検定を受検した場合は、

キャリアレディネス得点の低下に寄与すると推定

した。 

 ビジネス実務教育科目の内容や秘書検定は、

受講または受検した学生の実際のキャリアレディ

ネス（キャリアレディネス得点ではなく）の向上に

寄与するということは、自明であると考える。 

 それでは、なぜこれらの寄与によりキャリアレデ

ィネス得点が低下したのだろうか。上記の 3 群の

比較によりビジネス実務教育科目と秘書検定は、

キャリアレディネス得点に対して何らかの寄与をし

ていると考えられる。当初の仮説では、それらが

正の寄与をすると考えていた。しかし、キャリアレ

ディネス総合計（数値）としての結果は、逆に負の

寄与となった。 

 それでも我々は、ビジネス実務教育科目の受講、

秘書検定受検は、キャリアレディネス得点を低下

させたが、あくまでも学生のキャリアレディネスに

正の寄与があると考える。今回の調査結果は、い

わゆるダニング・クルーガーの効果[5]が顕著にな

った例ではないかと考えられる。 

 学士課程教育科目受講群とビジネス実務教育

科目受講の秘書検定未受検群は、大学 2 年生後

期の大学生活を送るなかで自身のキャリアに対す

るメタ認知が進まないまま、自身のキャリアレディ

ネスが向上したと考えるようになる。一方で、ビジ

ネス実務教育受講の秘書検定受検群は、これら

によってキャリアに関する知識や経験を深めた結

果、自身のキャリアレディネスに対するメタ認知が

進み、キャリアレディネス得点を低下させることに

なったと解釈した。 

 

4. 今後に向けて 

 いわゆるダニング・クルーガーの効果の審議に

ついて諸説あるが、今後は、上記の推定を統計

的に確認し、全国大会にて報告を行う予定である。 

 また、本研究の結果は、A 女子大学の一事例で

あり、直ちに一般化することは困難であることから

共学の大学でも調査を実施し、サンプル数を増

加させたり、属性別に調査したりすることなどが今
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後の課題である。 
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近畿ブロック研究会研究助成中間報告 1  

 

 

東南アジア（ベトナム・ミャンマー）からの 

留学生募集研究 
 

大手前短期大学 福井 就 

 

 

1. はじめに 

本稿では、近年日本留学への関心が高まって

いるベトナム人留学希望者のニーズを明らかにす

る。海外から日本留学を志望する留学生は日本

人とは異なる視点から進学先を検討している可能

性が高いと考え、その視点を明らかにすることを

目的にする。その上で、中小規模私立大学の留

学生募集及び留学生政策を講じるための一助と

する。 

現在、中小規模大学の学生募集は大規模校

に比べて、苦戦を強いられている。日本私立学校

振興・共済事業団(2021)によると、集計学校数(大

学)597 校のうち入学定員充足率が 100％未満の

大学数は 277 校の全体の 46.4％に上っている。

さらに入学定員区分が 600 人未満の大学に絞れ

ば、定員充足率は 96.8％(集計学校全体の定員

充足率 99.8％)となり、小規模校は特に、入学定

員充足に苦戦する傾向がある。大学入学する主

要層である 18 歳人口は、1992 年の 205 万人を

ピークに右肩下がりとなり、2022 年 112 万人から

2040 年には 88 万人にまで減少する文部科学省

高等教育局(2020)の推計からも、今後ますますそ

の傾向は強まろう。日本私立学校振興・共済事業

団(2020)によると、事業活動収支計算書内(大学

部門)の教育活動収入における、学生生徒等納

付金(以下、学納金)構成比率は 80％を占めるこ

とからも、定員未充足による学納金収入の減少

は、経営に極めて大きな影響を与える。日本の少

子化が進む中、学生募集・大学経営の観点から

見た留学生は、大学運営の将来に大きな影響を

与える大変貴重な資源であり、留学生募集を推

進することは、すべての高等教育機関(特に中小

規模校)にとっての重要課題の一つである。 

その一方、昨今、ベトナムにおいて日本語の学

習機会は増加している。ベトナムでは2008年から

経済発展を背景に「2008年～2020年期国家教育

システムにおける外国語教育・学習プロジェクト」

が開始され、大学および職業訓練学校を卒業予

定者全員の外国語運用能力を向上させることを

目指しており、その中でも日本語教育に力を入れ

ている(宮崎・ウォン、2019)。さらに、2013年に中

等教育日本語教育試行段階が完了し、日本語教

育が中等教育において完全に普及段階になり、

2016年9月からは，小学校５校で日本語教育が第

一外国語として学校教育に導入され（タン、2019）

初等教育から高等教育まで、日本語が学べる機

会は拡大している。 

2021 年度の調査によると、ベトナム人の日本語

学習者数は 169,582 人と全世界 6 位に位置して

おり、引き続き高い水準で日本語学習へ関心が

あることが伺える(国際交流基金、2022)。 

また、ベトナム人の留学先国をまとめたデータ

では、留学生受け入れ大国のアメリカ合衆国や韓

国を抑えて、日本はベトナム人の留学先国のトッ

プとなっており(UNESCO,2023)、ベトナム国内で

の日本留学への関心は依然として高い。 
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現地ベトナムの留学希望者はどの様な視点で

留学先を選んでいるか、ベトナムの日本語センタ

ー及び日本語専修課程を持つ大学への調査をも

とに明らかにする。 

 

2. 先行研究 

現在、中小規模大学における留学生政策の先

行研究は少ない。大学の国際化政策については、

日 本 の 大 学 教 員 の 国 際 化 ( 加 藤 、 2021) 、

EMI(English as Medium of Instruction)プログラム

における日本語教育の現状(柳沢、2021)など大

規模大学の国際化をテーマに記されている研究

があるが、その多くはスーパーグローバル大学創

成支援事業採択校を対象としたものである。 

小規模大学の留学生政策について特化した先

行研究に春口(2016)があげられ、「小規模大学で

は、不本意ながら留学生施策に手を染めるという

格好になりがちであり、急場しのぎの色合いが強

い。(中略)頭数を揃えるための留学生施策がもた

らす問題を検証しなければ、その弊害は全国の

大学に波及することだろう。言い換えれば、先行

する形でこの問題と向き合ってきた小規模大学の

取組みと問題意識を埋もれさせてはいけない」と

指摘している。これらの先行研究は、全留学生に

対する包括的なモデルを提示し、国別の留学生

の特性や対応策について論じたわけではない。し

かし、昨今の国際情勢からも、国別留学事情が大

きく異なり、今後の展開を踏まえて国別留学政策

を練ることが、非常に重要である。 

 

3. 進捗状況と今後に向けて 

2022 年 9 月及び 12 月にベトナムに渡航し、 

日本語センター及び大学にてアンケート調査を

実施した。今後は本調査の統計的分析、考察を

行う予定である。 

 

 

参考文献 
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近畿ブロック研究会研究助成中間報告 2  

 

 

PBL 型科目履修学生の何が成長の要因となり得るのか 

-社会的ネットワーク、自己効力感への着目-  

 
摂南大学  水野 武 

 

 

1. PBL型授業について 

 アクティブ・ラーニング手法の一つとして

有益なものとして、与えられた課題に対して

学生が主体的に取り組む PBL(Project Based 

learning/課題解決型授業、Problem Based 

Learning/問題解決型授業)科目が挙げられる。

文部科学省「平成 25年度の大学における教育

内容等の改革状況について」によると、回答し

た 762大学(回答率 99%)のうち、200大学(27%)

が PBL科目を開設しており、前年度調査の 177

大学(24%)を上回っている。平成 26 年度以降

は PBL 科目の設置の有無は調査項目には含ま

れていないが、時間経過に伴う、術語の浸透に

より、以降も高等教育機関においては PBL 科

目を開設する割合が増加していることが考え

られる。それにより高等教育機関における PBL

型科目における実施方法、学修効果の検証と

学生の成長要因、およびその効果を高めるた

めの授業デザイン等に関して検討を重ねるこ

との必要性が求められる。S 大学においては、

「S大学 PBLプロジェクト」という名称の教養

科目として 2010年より継続的に開講をしてお

り、学修効果の指標として独自のルーブリッ

クを用いて学生の成長の可視化を試みている。 

本稿ではそのルーブリックの結果、換言すれ

ば履修学生の成長の知覚は、何により影響を

受けるのかについての検討を行った。PBLプロ

ジェクト履修者の履修者間の社会的ネットワ

ークの変化に着目し、その影響について、また

プロジェクトの進行方法のアンケートから、

履修学生のどのような経験が個人の成長につ

ながるのかについて調査を行った。それによ

り今後の PBL 型教育の授業デザインのあり方

の検討材料とすることが本稿の目的である。 

 

2. 社会的ネットワークについて 

社会的ネットワークとは価値、構想、提案、金

銭的やりとり、友人、親類、嫌悪、取引、ウェ

ブリンク、性的関係、疾病の伝染（疫学）、航

空路といった 1 つ以上の関係により結びつけ

られたノード（個人や組織を指す）からなる、

社会的な構造である(安田 1997)。安田(1997)

によればそれらの脈絡のない連想に共通して

いるのは、コンピュータや人々の背後に、何ら

かの関係のパターンが存在しているとされる。

また、ネットワーク分析とは様々な関係のパ

ターンをネットワークとして捉え、その構造

と記述・分析する方法である。そのネットワー

ク分析の目的は１）特定の行為者を取り囲む

ネットワークの構造を把握すること。２）行為

者の行動や思考にそのネットワークが影響を

及ぼすメカニズムを解明することである(安

田 1997)。 

ネットワークの構造を理解するためには２

つのアプローチがあり、その１つ目はソシオ

セントリック・ネットワーク(Socio-Centric 
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Network)と言われるもので、ネットワークの

全体像を把握してから個々の内部の行為者の

特性を見ていく方法である。ネットワーク全

体を把握して、次第にネットワークを構成す

る個々の行為者の位置づけを分析する。２つ

目はエゴセントリック・ネットワーク（ego-

centric Network）と呼ばれるもので、人々が

繋がっている関係構造の俯瞰的な全体像では

なく、個人を中心として広がっている個々の

人間関係の有り様に着目した概念であり、社

会的ネットワークの下位概念として、パーソ

ナルネットワークとも呼ばれる。 

本稿ではソシオセントリック・ネットワーク

のアプローチを用い手全体の傾向を俯瞰しつ

つ、分析においては個人を取り巻く人的なつ

ながりを変数に用いた。 

 

3. 結果と今後の課題 

 2023 年度の S 大学 PBL プロジェクトの履修者

には 4 月(Pre)と 12 月(Post)に対し、「汎用的能力

ルーブリック」「履修者間のネットワークに関するア

ンケート」「一般性自己効力感尺度」をアセスメント

を行った。また 12 月には「プロジェクトの進め方に

関するアンケート」を実施した。履修者間のネット

ワークのグラフは図表 1 の通りである。 

 

図表 1.履修者のネットワークの変化 

4 月と 12 月を比較すると時間の経過と共に紐帯

の量・密度に変化があったことが分かる。次にネッ

トワークの効果であるが、エゴネットワークの密度

の 高 ま り は 、 自 己 効 力 感 (R2=.219,β=.468 p

＜ .05) に 、 ル ー ブ リ ッ ク の 「 チ ー ム で 働 く 力

(R2=.162,  β=.468, p＜,05)」に対して有意に影

響を与えていた。また、自己効力感とプロジェクト

の進め方の知覚の効果は、自己効力感が「行動

力 (R2=.211, β =.460, p ＜ .01) 」 「 リ ー ダ ー 力

(R2=.185, β=.431, p＜.01)」、「連携先と共創」が

チームで働く(R2=.140,β=.267, p＜0.5)、考え抜く

(R2=.195,β=.441, p＜.01)、リーダー力(R2=.107,

β=.327, p＜.05)に、「連携先が決めた枠組みの

中で工夫すること」が考え抜く(R2=.156, β=.395, 

p＜.05)に対しての影響に有意差が見られた。こ

れにより PBL 型授業の運営をデザインする際は 

1.ネットワーク密度を高めること 

2.自己効力感を高めること 3.プロジェクトの進め

方によっては「伸びる力」に差が生ずること 

を留意してプロジェクト進行をデザインすることの

必要性が示唆された。 
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文部科学省ホームページの高等教育局ページ『平成
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個人研究発表 

新規開講科目「トランジション論」の検討について 

 
近畿大学 岩井貴美 

 

1. はじめに 

 本稿では、新規開講科目「トランジション論」の

立ち上げにおける背景や問題意識を明らかにし

検討する。William Bridges(2014)は、「トランジショ

ンとは、生きる方向を見失ってからそれを再発見

するまでの、自然なプロセスとみなされる。それは

また、成長過程の中でのターニングポイントでもあ

る。(p.18）」と述べている。また、誰の人生にもトラ

ンジションの時があり、人生はトランジションの連

続であると指摘している。さらには、「終わり」から

「始まり」に進むというパターンは、人が変化し成

長する過程を表しているとしている。まさに、人生

100 年時代、多様な働き方が求められる時代にお

いて、若者たちが幾度と訪れるトランジションの概

念を理解することが必要とされるのではないだろう

か。 

 

2. 新規開講科目の検討 

2.1 新規開講科目「トランジション論」について 

 「トランジション論」は、筆者が所属する経営学

部キャリア・マネジメント学科において、2023 年度

後期に開講される新規科目である。キャリア・マネ

ジメント学科は、「人間理解」を柱に、大切な経営

資源である人材のマネジメントを学ぶとしている。

カリキュラム・ポリシーとしては、「人の気持ちがわ

かるビジネスリーダーやキャリア形成支援の専門

家を育成し、社会に送り出すこと」を最終目標とし

ている。つまり、人のキャリアを組織の中で生かす

ことができる、人材マネジメントのプロフェッショナ

ルを育成する教育を展開している（近畿大学ホー

ムページより）。また、カリキュラムは、「個人の視

点」と「経営の視点」の 2 つの分野に分かれている。

「個人の視点」で開講されている科目例は、キャリ

ア形成論やキャリア心理学、リーダーシップ論や

フォロワーシップ論などがある。また、「経営の視

点」で開講されている科目例は、キャリア・マネジ

メント論、ダイバーシティ・マネジメント、戦略的人

的資源管理論などがあげられる。本稿で取り上げ

る「トランジション論」は来年度において、キャリア・

マネジメント学科の 2 年次以上対象の関連科目と

して開講される。なお、今後は基幹科目へ移行す

る予定である。 

 

2.2 新規科目立ち上げの背景 

 日本経済連合会（2022）「産学協働による自律

的なキャリア形成の推進」の報告の中で、採用・イ

ンターンシップ分科会が、学生のキャリア形成支

援における産学協働の取組みに関して検討を行

った。2021 年度における検討の視点として、「多く

の企業が Society5.0 for SDGs に向けたイノベー

ションの創出を目指し、多様な人材を採用・育成

するとともに、社員の自律的なキャリア形成を志向

する傾向にある。学生には、早い段階から自らの

キャリア形成について主体的に考える意識を醸成

していくことが求められる。」と述べている。この様

に、ますます大学として、低学年から自律的にキ

ャリア形成を行える学びの機会が求められている

状況である。一方、学生を取り巻く環境は、人生

100 年時代、多様な働き方、新規採用の早期化、

コロナ禍など、多くの変化が起こっている状況で

ある。その中で、学生からは、将来（就職活動）に

不安を感じる、何事にも行動に移せない、どの様
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な大学生活が将来へ繋がるのか分からないなど

の声が上がっている。そこで、学生たちが、これか

ら経験するターニングポイントを理解し、変化へ対

応すべき能力を養い、自らキャリア形成していけ

る人材を育てるための科目として必要であると本

学科内で結論づけられた。 

 

3新規開講科目の重要性 

3-1. 「就職活動」をトランジションと捉える 

 大学生はキャリア発達段階において、低学年

は青年期がはじまり、高学年になると青年期の終

わりから成人期の始めが重なり合う段階である。

すなわち、彼らは将来設計をする上で多くの葛藤

や困難を乗り越えなければならない。さらには、人

生 100 年時代において、多くのトランジションを経

験していくであろう。よって、人生（Life）全体、一

連の流れを俯瞰し考え、人の成長過程における

ターニングポイントであるトランジションの繰り返し

を学び理解する必要がある。特に青年期の重要

なトランジションとして、「school to Work」がある。

大学生が就職活動を行い、学校を卒業し成人期

へと移行するのである。大学生にとって、就職活

動は大変重要なキャリアイベントであり、誰しもが

乗り越えなければいけないキャリア課題でもある。

そのトランジションをどの様に捉え、積極的に対応

していくことが重要である。さらには、Life shift の

理論を踏まえ、成人期～中年期～老年期をどの

様に過ごしていくのかを考えていく必要性がある。

講義内容は、「トランジション論を学ぶ」「青年期～

成人期を理解する」「人生 100 年時代を生きる」の

テーマで構成されている。 

 

4. まとめと今後の課題 

近年、コロナ禍などの影響で、将来に不安を抱

えている大学生が多く、先が見えにくい不安定な

時代が続いている。現在、筆者は大学生のキャリ

アに関する研究調査として、就職活動を終えた大

学 4 年生にインタビュー調査を行っている。インタ

ビュー調査の結果では、「就職活動のストレス」の

質問項目において、「先が見えずに不安である」

「いつ終わらせればいいのか分からない」「就活に

関する情報を共有できずに孤独感を感じる」など

の回答があげられている。このような不透明な時

代に生きていくには、誰の人生にもトランジション

の時があることを理解し、その経験は成長過程の

ターニングポイントであることの理解が重要ではな

いだろうか。例えば、「school to Work」を 3 段階

のトランジション・プロセスに当てはめると、「何か

が終わる」は、大学生活の終わり、青年期の終わ

りとなる。つぎに、「ニュートラルゾーン」は、就職

活動、成人期への移行である。最後に、「新たな

始まり」は、就職、社会人となる、成人期が始まる

となる。このように、「school to Work」をトランジシ

ョンの理論でとらえれば、学生たちの就職活動ス

トレスは軽減される可能性がある。よって、トランジ

ションの理論や仕組みの学びが、ニュートラルな

時代に生きていく大学生にとって、キャリア課題や

困難な問題を回避せず、自ら成長していくことの

支援となることを願う。今後は、新規科目が学生

にどのような効果があるのか検討していく。 

 

参考文献 
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日本経済連合会（2022）『採用と大学教育の未来に関
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フォーラム 

 

ビジネス実務教育に金融教育をどう取り入れるか？ 
 

話題提供・発表者 樋口勝一（甲子園大学） 

パネリスト 岩井貴美（近畿大学） 

司会  坂本理郎（大手前大学） 

 

 

1. はじめに 

 近年、児童・生徒・学生に対する金融教育（金

銭教育ともいう）の必要性が多くの場面で語られ

ている[1]。そのような中で、平成 29・30・31 年初

等中等教育学習指導要領改正においても、金

融教育がこれまで以上に取り入れられるようにな

った。 

 大学生対しても、それらが継続的に続ける必要

があると考え話題提供を行った。 

 話題提供者はこれまで大学教員として初年次

教育やリメディアル教育、キャリア教育に携わり、

FP 技能士 2 級の資格を取得している。上記の金

融教育は FP 技能士資格取得に必要とされる学 

 

習内容のダイジェスト版のようであると感じてい

る。 

 一般に大学において、金融教育に関係するも

の科目として経営学や経済学といった専門的な

科目が開講されている。しかしながら、これらの

科目はあくまで専門的であり、人生において必

要な金銭についての知識を横断的に学ぶもので

はない。せいぜい、正課や非正課で FP 技能士

の内容の授業が行われている程度ではないか。 

問題は、そういった授業は経済や経営が専門

の学生以外は選択科目であり、関心のある者だ

けが履修していることである。 

 

 

図表１．学習指導要領から金銭教育部分を抜粋[2,3,4,5] 
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2. 提案 

 初等中等教育では、金融教育が必修になって

いるのであるから、大学でもそれをさらに深めた専

門的ではなく横断的な教育を全学生に対して行う

べきではないかと考える。経済学や経営学、FP

技能士などの難しい内容ではなく、数回の授業で

ダイジェストとして学ぶ機会が必要である。 

 では、4 年間の限られた履修単位の中でどうや

ってこれを取り入れるか？ 

 現在、初年次教育、基礎演習、キャリア教育に 

 

関する科目を大学 1 年次に全学必修としている

大学は多い。これらの科目の中で、例えば、初年

次教育の中で、将来の就職活動のためキャリア教

育やビジネス実務教育がダイジェスト版で行われ

たりしている。例えば、キャリア教育Ⅰといった授

業で本学会の出自でもある秘書教育の内容が数

回行われたりもしている。 

 そこで、こういった 1 年次における全学必修の

授業を数回利用してキャリア教育の一環として

「大学版金融教育」を実施するのはどうか。

図表２．金融教育を 1 年次必修授業にどう取り入れるか？ 

 

 

3. パネリスト等からの意見 

 「キャリア教育と金融教育」は、一見すると結び

つきがないように感じるが、視点をかえてみるとキ

ャリア教育の中で必要な教育となるのではないだ

ろうか。まず、１点目は、「人生 100 年時代」である。

これからの若者のキャリアに関するキーワードとし
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て「人生100年時代」が挙げられる。人生を100年

を幸せに、健康に生きていくための人生設計とし

て、金融の知識は不可欠となる。若者が生きてい

くためには、どれくらいのお金が必要になってくる

のか、また、財産を殖やす方法として貯蓄や投資

に関する知識は、必要不可欠となる。このような視

点から考えると、「キャリア教育と金融教育」は、接

点があると考えられる。 

つぎに、2 点目は、大学生の取り巻く環境であ

る。2022 年 4 月より、成人年齢が 18 歳に変更さ

れた。成年になると、クレジットカードを作る、ロー

ンを組むなど、親の同意がなくても一人で出来

る。さらには、証券口座が開設出来、携帯から簡

単に株式投資が出来る時代である。よって、リスク

を回避するためにも金融投資の仕組みについて

正しい知識を修得することが重要である。 

また、会場からは、「学生アルバイトの労災」に

ついての意見があった。アルバイト先の業務中あ

るいは業務の影響で怪我や病気を患った場合、

多くの学生は「労災保険」については知らずに自

費で治療費を払っているのではないだろうか。こ

の様に、「金融教育」と言っても、大学生の身近に

関わることから、将来設計に関することまで幅広く

影響すると考えられる。よって、今後は、初年次の

キャリア教育の中に、金融教育を取り入れていく

必要があるのではないかと考える。 
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研修会招待論文 

 

SWOT分析とネットワーク解析の融合を契機とした大学改革 

～IR と Eduinformatics をもとにしたデータ駆動型大学改革～ 

 
東京工業大学 高松邦彦 

弘前大学    桐村豪文 

神戸常盤大学 伴仲謙欣 

神戸常盤大学 野田育宏 

神戸常盤大学 光成研一郎 

神戸常盤大学 大森雅人 

神戸常盤大学 中田康夫 

 

 

1. はじめに 

本論文では、Institutional Research（IR）の視

点から、大学改革のためのデータ活用につい

て述べる。具体的には、まず、IR と我々が提

唱している Eduinformatics について述べる。次

に、近年大学においても、PDCA サイクル（Plan-

Do-Check-Act cycle）を回し、高等教育の質保証

のため大学改革が強く求められていることか

ら、神戸常盤大学における大学改革について

示す。Eduinformatics にもとづき、高等教育の

質向上のための PDCA サイクル中の Check（測

定・評価）と Act（対策・改善）において、人

的視点と教育的視点から大学改革を遂行して

いることを報告する。最後に、これら一連の実

践をリフレクすることにより、我々の実践が

データドリブン型大学改革となっており、な

おかつ Digital Transformation（DX）につながっ

ていたことについても言及する。 

 

2. IRについて 

IR は、近年日本の高等教育機関において急

速に導入されている。Saupe 氏の The functions 

of institutional research 2nd Edition (Saupe 1990)に

は、「IR は、機関の企画、政策、意思決定を支

援するために、高等教育機関で行われる研究

である」と記されている。初版は 1981 年であ

るが、アメリカでは、それより 20年遡った 1960

年代に IR は既に発展していた(文部科学省 

2014)。 

一方、日本に IR が導入されたきっかけは、

1991 年の大学設置基準の大綱化における評価

である(藤原ほか 2009)。IR という言葉の定義

は、まだ確定したものは存在しないが、文部科

学省が作成した「用語集」に個別に収録(中央

教育審議会 2012) (中央教育審議会大学分科会 

2020a)(中央教育審議会大学分科会 2020b)され

ており、「高等教育機関において、機関に関す

る情報の調査及び分析を実施する機能又は部

門。機関情報を一元的に収集、分析することで、

機関が計画立案、政策形成、意思決定を円滑に

行うことを可能とさせる。また、必要に応じて

内外に対し機関情報の提供を行う」とある。こ

のことから、文部科学省において IR がどのよ

うに認識されているかは理解できる。 
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IR は、教学 IR、研究 IR、経営 IR に分類で

きる(山田礼子, 2020)。2012 年の「新たな未来

を築くための大学教育の質的転換に向けて

（答申）」(中央教育審議会 2012)において、IR

は大学改革の評価に関連する教学 IR として登

場した。2023 年の現時点においても、3 つの IR

分野のうち、教学 IR が最も研究が進んでいる

(山田礼子 2020)。 

IR の近接領域として、エンロールメン卜・

マネジメント(EM)、Institutional Effectiveness 

(IE)、ラーニングアナリティクス（LA）が存在

する(相生ほか 2022) (松田ほか 2018)が、ここ

では単純に、IR が EM に包含される関係では

ないことに注意が必要である(相生ほか 2022)。 

 

3. Eduinformatics について 

我々は Education と Informatics の学際分野と

して Eduinformatics を提唱している(Takamatsu 

et al. 2018)。図表 1 に、その概念図を示す。 

Eduinformatics は、教育学から解決すべき問

題の提示を受け、それに対して、情報学から問

題解決法を提供する。既存の情報学の解析方

法で解析できない場合は、新たな解決手法の

開発も行う。Eduinformatics は、日本国内にお

いては、いわゆる、文系と理系の境界領域であ

ることも特徴である(Takamatsu et al. 2019)。 

 

4. 神戸常盤大学の第 1 次大学改革 

大学は、大きく分けて、学生・教員・職員か

ら構成される。神戸常盤大学は、2015 年から

に 2016 年にかけて第 1 次教育改革を行った。 

第 1 次教育改革の最初の段階では、まず、全

体の課題を列挙することと、どこから改革を

着手するのか決定しなければならなかった。

そこで、まず、教員と職員が協働して、神戸常

盤大学の現状を把握するために、Strength（強

み）、Weakness（弱み）、Opportunity（機会）、

Threat（脅威）の 4 つの要素で要因分析する

SWOT 分析を行った。 

ここで特記しておきたいことが 1 つある。

それは、一般的な大学においては、同一人物が

教員と職員両方のポジションを担っているこ

とは稀であるが、神戸常盤大学では、2008 年

に研究協力課という部署が新たに設立され、

そこに、職員と教員の両方のポジションを担

う 2 名が配置され、加えて 2 名の職員が配置

された。 

2023 年の現在、文部科学省は教員と職員の

教職協働を強推し進めている。実際、2022 年

の令和 4 年度大学設置基準等の改正の通達、

「大学設置基準等の一部を改正する省令等の

公布について（通知）」において、「2 教育研究

実施組織等（1）改正の趣旨」では、「今回の改

正は、教員と事務職員等の関係や組織の機能

を一体的に規定することで、教員と事務職員

等相互の協働を前提とした役割分担や、組織

的な連携体制の確保等による、教育研究活動

から厚生補導までを含めた教職協働の実質化

が促進され、教育研究活動のより一層の質の

向上を期するものであること」と記されてい

ることから、教職協働が今回の大学設置基準

等の改正において、中心に据えられているこ

とが見て取れる。 

今回の大学設置基準等の改正に先立つ 12 年

図表 1 Eduinformatics の概念図 

（(Takamatsu et al., 2018) より改変） 

 

   情報 

Eduinformatics
解決
すべき
問題

問題
解決法
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前に、神戸常盤大学においては教職協働の場

が設置され、かつ、職員と教員の両方のポジシ

ョンを担う人材を配置したことは、先見の明

があったといえるだろう。 

この研究協力課のメンバーを中心に、神戸

常盤大学研究開発推進センターのメンバーを

加えて、第 1 次大学改革の全体像を捉えるた

め、SWOT分析を行うこととなった。その結果、

Strength（強み）、Weakness（弱み）、Opportunity

（機会）、Threat（脅威）を合わせて 120 項目を

列挙することができた。 

次に、この 120 項目を A から F の 6 つに分

類した。A を「現状の制度」、B を「学生と教

員と職員」、C を「大学の設備」、D を「教育活

動（課外）」、E を「その他」、F を「目的」とし

た（図表 2）。 

次の課題は、SWOT 分析によって得られた

120 項目のうち、どの項目から大学改革を進め

ていくか決定しなければならなかったが、項

目数が 120 項目と多かったこと、また、各項目

は相互に関連しているため、次の改革の優先

順位を決定することが容易にはできなかった。 

そこで我々は、1998 年に Watts 博士らによ

ってスタートした複雑ネットワーク(Watts & 

Strogatz 1998)を用いて解析することとした。こ

れは、メンバーの中に分子細胞生物学を専攻

していた研究者が、複雑ネットワークを用い

てタンパク質の相互作用を研究していた経験

を有していたためである。 

まず、120 項目間に相互作用があるかどうか

を、全員のメンバーで話し合い決定した。具体

的には、120 次元の隣接行列を作成し、各項目

に関係があれば 1、関係がなければ 0を入れた。

ネットワークに方向はつけず、無向グラフと

したため、この隣接行列は対称行列（対角成分

を軸に、右上と左下が対象になっている行列）

となっている。 

この隣接行列を用いて、本研究では、SWOT

分析と複雑ネットワークを融合させた新手法

を開発した(Takamatsu et al. 2016)（図表 3）。複

雑ネットワークの可視化には、Cytoscape 

(Shannon et al. 2003)を使用した。 

各ノード（丸）は、SWOT 分析で抽出された

各項目を表しており、エッジ（線）は各項目に

関係がある場合を示している。また、緑色はマ

イナスイメージ、青色はどちらでもない、赤色

はプラスイメージを表している。 

複雑ネットワークでは、1 つのノードに接続

されたエッジの数を次数と呼ぶ。次数が最も

高い項目は、B09 で「改善志向が希薄」であっ

た。また、F05 は「学生の満足度が高い」、F21

は「大学の特色が明確」であった。つまり、新

手法により、第 1 次改革においては、教職員の

改善志向を向上させる必要があることが明ら

かにすることができた。 

我々は、この解析を改革の足掛りとして、

2015 年からスタートしたコンピテンシーベース

の教育（CBE）と、エビデンスにもとづく教育（EBE）

を改革の基盤とした(桐村 et al. 2017)。第 1 次改

革に EBE を取り入れたのは、故上田國寛前学

図表 2 SWOT 分析によって得られた 120

項目の 6 分類(Takamatsu et al., 2016 より) 

 

分類 分類内容 
SWOT 

の項目数 

A 現状の制度 24 

B 
学生と教員と 

職員 
16 

C 大学の設備 35 

D 
教育活動 

（課外） 
12 

E その他 11 

F 目的 22 
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長が言明した「エビデンスに基づく教育を推進す

る」という方針に基づいている。 

国立教育政策研究所の「客観的根拠を重視

した教育政策の推進に関する基礎的研究報告

書」(国立教育政策研究所 2022)によると、2016

年に統計改革推進会議が公表した最終取りま

とめにおいて、EBPM（Evidence-Based Policy 

Making）を推進する必要性が述べられ、推進体

制を構築すべきとされたため、その後政府全

体として EBPM が進められ、2018 年以降、「客

観的な根拠を重視した教育政策の推進」が進

められることになった。この報告書では、

「EBM（evidence–based medicine：エビデンス

に基づく医療）に影響を受けていることは良

く知られている」と書かれている。 

故上田國寛前学長は、医学会を先導してきた

ことから、エビデンスベースの大学改革は偶然で

はなく、必然だったのだろう。ふり返れば、2023 年

の現在、文部科学省が全国の大学に教学 IR など

においてエビデンスベースの改善を指示している

ことから、先見の明があったといえる。 

第 1 次改革では、学科横断の基盤教育を整備

し(桐村ほか 2018)、また、高校と大学を接続する

初年次教育科目を基盤教育の中心に据え、その

科目を学内におけるプロトタイプ授業として(光成

ほか 2018)、2017 年度から新カリキュラムをスター

トさせた(桐村ほか 2018)。 

具体的には、正課と正課外の間に，準正課を

新たに策定し、さらに、全学のアドミッション・ポリ

シー（AP）、カリキュラムポリシー（CP）、ディプロ

マ・ポリシー（DP）を策定するとともに、大学独自

のステューデント・サポート・ポリシー（学生支援の

図表 3 SWOT 分析結果のネットワークによる可視化(Takamatsu et al., 2016 より) 
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方針：以下，SSP）」を策定した(桐村 et al. 2017)。

これらの AP、CP、DP、SSP にアセスメントポリシー

（ASP）を加えた 5 つのポリシーと、正課、準正課、

正課外を総合的に評価するため、19 個の諸能力

から構成されるときわコンピテンシーを策定した

(Takamatsu et al. 2017)。全科目のシラバスには、

ときわコンピテンシーの 19 の諸能力のうちから、

当該科目において特に育成を目指す諸能力を最

大 6 個まで選定し、それらに対するルーブリックを

シラバスに明記するようにした(Noda et al., 2020)。 

 

5. 神戸常盤大学の初年次教育科目 

本科目は、2021 年度に初年次教育学会の実践

賞を受賞していることから、学外の専門家から、教

育的効果が高いことが証明されている。本科目に

ついては、2017 年以降、15 本の論文が発表され

ているので必要があれば参照いただきたい。 

この科目は必修科目であり、約 400 名の学生

が受講している。学部・学科（5 学科）を超え

た混成チームによる協働型学修法を採用し、

運営についても、学科の枠を超えた約 30 名の

教員と職員（少数）がペアとなり協働で担当し

ている。当初から Microsoft OneDrive○R , ASAHI

ネ ッ ト の manaba ○R （ Learning Management 

System, LMS）などを積極的に導入してきた。

その結果、最終成績を構成している、ときわコ

ンピテンシーにもとづいたルーブリックによ

る評価点数のデータが収集され、詳細な解析

が可能となった。 

教育的視点からの課題は、教員間の評価の

公平性であった。2017 年当初は有意水準 5%と

して有意差が認められたが（きちんとルーブ

リックに従って成績をつけていない教員が存

在した）が、その後、授業前後に毎回全教員で

集合し、30 分以上の授業準備とリフレクショ

ンを実施した。その結果、学生の評価に教員間

の有意差が認められなくなった。一方で、その

後の詳細な解析によると、Grade（S、A、B、

C、D）では有意差が認められないが、最終成

績を構成している、ときわコンピテンシーに

もとづいたルーブリックによる評価点数の分

散を求めると、学生全員に同じ点数をつけて

いる（分散が 0）の教員を発見した。そのため、

さらなるリフレクションを行った結果、2019

年の時点では、有意差が認められた場合は、各

部屋の教員達に聞き取りを実施し、その評価

が妥当であることを確認するシステムを構築

し、公平な評価が実施可能となった(Nakata et 

al. 2019)。この教育研究は、国際学会 IIAI 

AIT2019 で最優秀論文賞を得ている。 

人的視点からみると、この科目は、教員の教育

力の質保証科目となっている。大学教員は教員

免許が必要ではないため、教育歴の全くない実

務家教員も存在する。そのため、教員歴がない、

または浅い教員は、初年次教育の担当となり、ア

クティブラーニング、LMS、共有ツール、コンピテ

ンシーとそのルーブリック評価、インストラクショナ

ルデザインなど、教育力の質保証のため少なくと

も 2 年以上 On the Job Training （OJT）を受ける。 

2017 年から 2021 年までの 5 年間の本科目に

おける人的ネットワーク解析した結果、重複を

除くと 49 名の教職員がこの授業に関係していた

(高松ほか 2021)。本学の全教員数が約100名程

度であることを考えると、学科に依存しない人的

ネットワークが半数構築されていたことにな

り、これは、学内の人的ネットワークの構築に

貢献していることが示唆された (高松ほか 

2021)。 

 

6. データドリブン型大学改革と DX 

第 2 次改革は、2021 年に実施された(大森ほ

か 2022)。これは、2017 年度から 2020 年度の 4

年間を評価・検証し、2022 年度から新カリキュラ

ムをスタートさせるためである。この際、PDCA サ
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イクルのうち、特に CBE と EBE に関する

Check（測定・評価）、Act（対策・改善）のた

め、Eduinformatics を用いた評価・検証を行っ

た。 

まず、人的視点について述べる。この評価・

検証は、多くの大学では教員のみが行うことが多

い。我々は、第2次改革のため、新たに、学生・職

員 ・ 教 員 ・ 卒 業 生 ・ 第 3 者 か ら 構 成 さ れ る

「Significant Other Groups（SOGRs）」チームを提

唱・構築して評価・検証行った(Takamatsu et al. 

2021)。この SORGs の教育研究は、国際学会 IIAI 

AIT2020 で優秀論文賞を得ている。 

続いて、教育的側面について述べる。第 1 次

改革の CBE にもとづき、2017 年度から全シラバス

に、ときわコンピテンシーとそのルーブリックと評

価方法と割合が記されている。そこで我々は、科

目を縦軸に、ときわコンピテンシーの割合を横軸

とした表を作り、そこから全科目間のコサイン類似

度を求め、多次元尺度構成法（MDS）で次元削

減して 2 次元で表す進可視化法を開発した

(Takamatsu et al. 2017)。この教育研究は、国際学

会 IIAI AAI2017 で優秀論文賞を得ている。さら

に、コンピテンシーベースの学修成果の新可視化

法を開発し(Noda et al. 2020)、2021 年度卒業生

からディプロマサプリメントとして配布している。 

さらに、19 個のときわコンピテンシーに対

して因子分析を実施し、因子が求められない

ことを示し(Ichikawa et al. 2021)、2022 年度か

ら廃止し、新たに 4 個から構成される新とき

わコンピテンシーを制定した。 

ふり返ると、本学の大学改革の中で、特に従

来のアプローチと大きく異なったと感じてき

たことに、データ駆動型（data-driven）アプロ

ーチと仮説駆動形（hypothesis-driven）アプロー

チが挙げられる。Society5.0 に向けて、web や

SNS が発達して、ビッグデータが生じ、このデ

ータ駆動形型のアプローチは急速に拡大して

いる。 

第 1 次改革により、先に述べたように、初年

次教育や CBE で教育データが蓄積し、それを

Eduinformatics によって新たな解析方法を開発

し、第 2 次改革に繋げてきたことになる。これ

は、データ駆動型の大学改革となっており、

我々はこれを、データドリブン型大学改革と

命名した(伴仲ほか 2023)。 

さらに、最近我々は、学生のレポートの類似

度を機械学習（AI）の Doc2Vec を用いてベク

トル化して、コサイン類似度を求め、類似度を

ヒートマップで可視化する手法を開発した(高

松ほか 2021)。これは、AI を用いたアーリーア

ラート（早期警報）の実現性を示しており、こ

れは退学防止につながることから、本研究は

まさに、教育のデジタルトランスフォーメーション

（DX）といえるだろう。 
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